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5
将来推計について

本章では、「将来推計」について詳しく説明します。
将来推計は自然体推計値の算出、施策反映、

保険料基準額を構成する総給付費以外の各種費用の算定の流れで行います。
将来推計方法の概要の説明と推計において考慮すべき観点の例を

ご紹介します。
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●	本手引きでは、これまでに地域包括ケア「見える化」システムの機能を用いた地域分析として、「給付分析」と「地
域資源分析」の２つの手法を紹介してきました。第３章の給付分析では、給付費を構成する要素ごとに分析す
ることで、給付費の変動に影響を与えている要因やその背景について検証する方法を示しました。また、第４
章の地域資源分析では、介護サービスの需要と供給、医療介護連携の観点から地域の強みや弱み、特色を把握
するとともに、地図情報や事業所別指標等を活用しながら、地域別の状況を把握する方法を示しました。

●	介護保険事業（支援）計画の策定に当たっては、介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量、保険給付に要
する費用額、地域支援事業の見込量、地域支援事業に要する費用額及び保険料の水準について、次期計画期間
及び中長期的に推計を行うことが求められています。

●	これらの将来推計は、単に過去の実績値を延長して算出するだけではなく、第３章及び第４章で実施した地域
分析によって把握した地域の現状や課題等を踏まえ、２０４０年を含む中長期的な地域の人口動態や介護ニー
ズの推移も見据えながら、地域が目指すべき姿や、それに向けて保険者として実施すべき施策を検討し、それ
らの施策の効果も考慮した上で推計を行うことが重要です。

●	本章では、地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能を活用し、将来の介護サービス見込量及び保険
料額の算出をするための基本的な考え方と手順について説明します。
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伸びの選択のPOINT

（1）将来推計機能について
●地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能では、介護サービス見込量及び保険量基準額の推計を行う
ことができます。

●将来推計機能は、「将来推計権限」を持ったユーザアカウントでログインした場合のみ使用することができます。
また、作成した推計データは、作成したユーザのみ編集することができ、保険者内の「将来推計権限」を持っ
たユーザのみ閲覧することができます。

●将来推計では、現在の実績や推移を基に算出した自然体推計値に、制度改正への対応や保険者が実施する施策
の効果を反映し、将来の介護サービス見込量及び保険料額を算出します。

●地域包括ケア「見える化」システムの操作方法や使用するデータ、推計方法等の詳細は、「地域包括ケア「見
える化」システム　地方公共団体向け利用マニュアル」18 をご参照ください。

（2）将来推計の流れ

STEP 1 自然体推計値の算出
●自然体推計とは、将来の要介護認定者数、施設・居住系サービス利用者数、在宅サービス利用者数等について、
現在の推移から算出した認定率やサービス利用率の変化動向をもとに、その傾向が将来にわたって続くという
前提で認定率や利用率を算出することによる推計を指します。

●自然体推計値を算出することで、人口構成の変化のみによる、将来の介護サービス見込量や保険料額の変化の
状況を把握します。

A）実績及び推計方法の設定
●このステップでは以下の３点を実施してください。
①総人口、被保険者数の設定

◦総人口と被保険者数の実績値と推計値を確認します。
◦自然体推計にあたり、被保険者数として使用するデータソースを、「日本の地域別将来推計人口のデータ」、
「「日本の地域別将来推計人口のデータ」を補正したデータ」、保険者で独自に登録するデータ、の３つの中
から選択します。

②介護保険事業状況報告の設定
◦各介護サービスの推計に用いる実績値を確認・設定します。
◦自然体推計にあたり、現在の介護サービスの給付費の実績値として使用する介護保険事業状況報告のデータ
（年報または月報）を選択します。

③推計方法の設定
◦自然体推計の粒度や、自然体推計に用いる実績値や変化量を設定します。
◦各指標の実績値・実績見込み値を確認し、貴保険者の過去の動向を踏まえ、適切な実績の変化（伸び）を選
択します。

◦第10期からは、サマリ情報として伸びを視覚的に比較可能なグラフ（Excel 形式）をダウンロードするこ
とができるようになりました。本グラフを参照し、適切な認定率の伸びを選択してください。

▶︎伸びの選択にあたっては、第９期介護保険事業計画時に設定した認定率に基づく計画値と令和８年
度までの実績値を比較し、その乖離状況を考慮してください。

▶また、過年度に自然災害等の特殊な要因による高齢者の人口動態やサービスの利用形態に変化を生
じた等、認定率に大きな影響を与えたと考えられる状況がある場合には、このような状況を生じた
年度を含まない期間の伸びを選択する等、各地域における状況を勘案してください。

18　地域包括ケア「見える化」システム　地方公共団体向け利用マニュアル【システム操作編② 将来推計】（地域包括ケア「見える化」システム内「操作に困ったときは」よりダウンロード可能）
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STEP 2 施策反映
●自然体推計された要介護（支援）認定者数、施設・居住系サービス利用者数、在宅サービス利用者数（利用回
（日）数）について、制度改正への対応や保険者における施策の効果を考慮した場合の将来の値を推計します。

●	施策反映に当たっては、前章までの地域分析で把握した地域の課題やニーズを踏まえるとともに、第10期介
護保険事業（支援）計画においては以下の観点に着目してください。

■第10期介護保険事業（支援）計画における施策反映の観点例
▶︎	自治体の規模や地域によってサービス需要の変化が様々になることが見込まれる2040年に向け、介護サー
ビスの種類ごとの量に関する中長期的な推計と併せて、地域毎のサービス提供の課題に係る実態を把握し、
将来的なサービス提供の在り方を踏まえること。

▶上記に伴い、中山間・人口減少地域への対応として、特定地域サービス及び特定地域居宅サービス等事業の
活用を検討すること。

▶	医療・介護連携の観点から、慢性期の医療需要について、現在の療養病床数や介護保険施設定員数、在宅医
療を提供している医療機関数等を踏まえ、介護を含む地域の資源を確認し、地域医療構想 との整合性の確
保を図ること。

▶	特定施設入居者生活介護の指定 を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入居定
員総数、要介護者等の入居状況を、サービスの種類ごとの量を見込む際に勘案すること。

●	各施策反映値を入力後に「保険料額の更新」ボタンを押下すると、施策を行った場合に見込まれる第10期の
保険料額を確認することができます。

●	施策反映は認定者数、施設・居住系サービス利用者数、在宅サービス利用者数に対して行います。施策反映で
は以下の３点を実施してください。
①認定者数の自然体推計値、年度ごとの推移の確認

⃝	施策反映を行う前の表およびグラフには、「１）自然体推計値の算出」で算出した自然体推計値が初期値と
して表示されています。

⃝	これらの基礎データと３・４章で実施した地域分析の結果を合わせて確認し、貴自治体の現状・課題の把握、

●将来推計機能では、保険料額の自然体推計値を算出するために以下の指標を使用します。

①被保険者数の将来推計値
●「総人口と被保険者数の設定」画面にて選択します。
●被保険者数の将来推計値には地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所、日本の
地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）が初期値としてあらかじめ登録されています。
●ただし、人口と被保険者数は定義上の差異があるため、『「日本の地域別将来推計人口」を補
正したデータ』及び貴保険者において独自のデータを有している場合はこれを入力して使用
いただくことも可能です。データを確認し、初期値が実態と乖離している場合は、貴保険者
において適切と考えられる数値を使用してください。

②実績値と実績見込み値
●各保険者の介護保険事業状況報告の年報値や月報値の累積を施設・居住系サービスや在宅サー
ビスの給付費の実績値として利用して推計を行います（令和６年度、令和７年度）。
●令和８年度については年度途中であるため、令和８年５月から、貴保険者が設定した月まで
の令和８年度月報の累計値から実績見込みを算出します。

自然体推計で使用する指標
教えて！
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要因分析・対応の可否、必要性の判断、課題に対応するための施策の検討を行います。
②施策の結果として見込まれる値の入力

⃝	①の検討結果を踏まえ、表内に記載されている自然体推計された認定者数等に対して、施策の効果として見
込まれる値を入力してください。

⃝	施策反映にあたっては、①で確認した基礎データや地域分析の結果に加え、介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査、在宅介護実態調査等の各種調査等の調査結果、地域ケア会議の運営、圏域ごとの違いや他市町村との
比較から浮かび上がった課題、問題点等を特定して解決に向けた対策を検討し、貴保険者が第10期期間中
に取り組む施策の効果として見込まれる値を入力することが重要です。

⃝令和9年度～令和32年度まで施策反映値を入力したら、施策反映後の保険料額を更新して確認すること
ができます。自然体推計の保険料額との差額を確認しながら施策反映値を入力します。

STEP 3 保険料基準額を構成する総給付費以外の各種費用の算定
A）地域支援事業の見込量推計
●地域支援事業に関して、訪問型・通所型の従前相当サービスの利用者数や、その他各種事業費の計画値等を入
力して中期推計の自然体推計値を算出します。
●このステップでは以下の３点を実施してください。
①訪問・通所介護相当サービス等の1月あたり利用者数の実績値、計画値の入力

⃝「（１）実績値及び第10期計画値の入力「訪問型・通所型相当サービス費等」」画面より行います。
⃝介護保険事業計画における「訪問介護・通所介護相当サービス」「訪問型・通所型サービスA」の利用者数
と事業費について第９期の実績値と第10期の計画値を登録してください。

⃝事業費については、総事業費から寄付金その他の収入額を差し引いた額のうち、交付金対象経費として支出
する見込みの額（対象経費支出予定額）を想定しています。

②その他の地域支援事業にかかる事業費の実績値、計画値の入力
⃝（１）実績値及び第10期計画値の入力、「その他の地域支援事業費」画面より行います。
⃝介護保険事業計画における、その他の「介護予防・日常生活支援総合事業費」「包括的支援事業（地域包括
支援センターの運営）及び任意事業費」「包括的支援事業（社会保障充実分）」「特定地域居宅サービス等事
業（※）」「介護情報利活用事業（※）」について各事業費の第９期の実績値と第10期の計画値（※につい
ては第10期計画値のみ）を登録してください。

⃝事業費を入力すると「地域支援事業費計」の表の合計値が更新されます。
③中期推計の自然体推計値の確認

⃝（２）中期推計の自然体推計値の確認と施策反映値の入力、「訪問型・通所型相当サービス費等」「その他の
地域支援事業費」画面より行います。

⃝①②を登録することで、令和８年度の実績値をもとにした令和12、17、22、27、32年度の自然体推
計値が自動的に計算されます。

⃝自然体推計値を確認し、必要に応じて令和12年度以降の事業費について施策反映を行ってください。

B）保険料額の算定
●ここまでの保険料額は、第９期介護保険事業計画時の計画値を一部使用して暫定的な保険料額を算定していま
した。このステップでは第10期及び令和12年度以降の保険料額推計に必要な費用を入力し、最終的な保険
料額を算定します。
●保険料基準額は以下の式で算出します。詳細は「地域包括ケア「見える化」システム　地方公共団体向け利用
マニュアル」19 をご確認ください。

保険料基準額（年額）=保険料収納必要額÷予定保険料収納率÷所得段階別加入割合補正後被保険者数
保険料基準額（月額）=保険料基準額（年額）÷12か月

19　地域包括ケア「見える化」システム　地方公共団体向け利用マニュアル【システム操作編② 将来推計】（地域包括ケア「見える化」システム内「操作に困ったときは」よりダウンロード可能）
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●このステップでは以下の３点を実施してください。
①所得段階別第１号被保険者数の入力

⃝「所得段階別第１号被保険者数①」画面より行います。
	 標準段階区分における第10期及び令和12、17、22、27、32年度の所得段階別第１号被保険者数を
入力します。

⃝保険料設定の弾力化を行う場合のみ、「所得段階別第１号被保険者数②」より弾力化後の値を入力してくだ
さい。

②保険料収納必要額算出に必要な数値の入力
⃝「保険料収納必要額の算出に必要な数値及び予定保険料収納率の入力」画面より行います。
⃝総給付費以外の標準給付費を構成する費目（財政安定化基金、準備基金、市町村特別給付費等、保険者機能
強化推進交付金等の交付見込額、市町村相互財政安定化事業、予定保険料収納率）について、第10期及び
令和12、17、22、27、32年度分を入力してください。

③保険料額の確認
⃝これまでに設定・登録した値を使用して「保険料額の算定」を実施してください。その後、「保険料額の内
訳の確認」画面より算出結果を確認することができます。

STEP 4 将来推計値の確認
A）推計結果概要の確認
●これまでに入力した項目の数値や推移及び、保険料額推計結果を年度別で詳細に確認することができます。
●これらのデータをまとめた総括表については、Excel 形式のファイルでダウンロードできます。介護給付費の
総額の変化やサービス分類ごとの構成比のバランスやその変化を確認し、必要に応じて「２）施策反映」の内
容を見直してください。

B）都道府県への提出
●提出依頼の連絡が来ましたら、「地域包括ケア「見える化」システム　地方公共団体向け利用マニュアル」 20

に記載の手順に沿って、推計データの提出を行います。
●	推計データの提出後、推計データに対して都道府県から確認依頼があった場合、再提出を行う場合も本画面よ
り対応してください。
●	第 10期の都道府県への提出機能は令和８年９月末頃に使用可能となります。また、提出期間外では提出操作
はできませんのでご注意ください。

20　地域包括ケア「見える化」システム　地方公共団体向け利用マニュアル【システム操作編② 将来推計】（地域包括ケア「見える化」システム内「操作に困ったときは」よりダウンロード可能）
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別添１ 地域包括ケア「見える化」システムの
ログイン方法について

●地域包括ケア「見える化」システムへのログイン方法を示します。

①地域包括ケア「見える化」システムのページへアクセスします。
　https://mieruka.mhlw.go.jp/

②上部の青い「ログイン」ボタンをクリックします。

③ログイン画面が表示されるため、ユーザIDとパスワードを入力し、
　「ログイン」ボタンを押します。

④ログインが完了すると、ポータル画面が表示されます。

※市区町村や都道府県職員のユーザアカウントは、②の「新規利用者登録」から作成することはできません。予め地方自治体内の
「見える化」システム担当者に、地方自治体職員専用のアカウントの作成を依頼し、ユーザIDとパスワードを取得してください。
※現状分析機能と取組事例機能については、②の「新規利用者登録」から作成可能な一般国民のアカウントでも利用ができます。
　（ただし一部の機能を除く）

⬇

⬇

⬇
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別添１ 地域包括ケア「見える化」システムの
ログイン方法について

●地域包括ケア「見える化」システムへのログイン方法を示します。

①地域包括ケア「見える化」システムのページへアクセスします。
　https://mieruka.mhlw.go.jp/

②上部の青い「ログイン」ボタンをクリックします。

③ログイン画面が表示されるため、ユーザIDとパスワードを入力し、
　「ログイン」ボタンを押します。

④ログインが完了すると、ポータル画面が表示されます。

※市区町村や都道府県職員のユーザアカウントは、②の「新規利用者登録」から作成することはできません。予め地方自治体内の
「見える化」システム担当者に、地方自治体職員専用のアカウントの作成を依頼し、ユーザIDとパスワードを取得してください。
※現状分析機能と取組事例機能については、②の「新規利用者登録」から作成可能な一般国民のアカウントでも利用ができます。
　（ただし一部の機能を除く）

⬇
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別添2 別添3各データ、システムへの
アクセス方法について

●要介護認定適正化事業の業務分析データについて

厚生労働省 要介護認定適正化事業のページ（http://www.nintei.net/）から
アクセス可能です。

＜国保連合会介護給付適正化システム＞

国保連合会介護給付適正化システムとは、介護サービス事業所等の不適正又は不
正請求を発見し是正するだけでなく、受給者へサービス給付実績を提供し介護保険
制度への理解の向上や介護サービス事業所に対して正しい請求を促すことを目的
に構築されたシステムです。

※業務分析データのページにログインするには、自治体ごとに定められた自治体ＩＤ及びパスワードが必要です。

地域分析・検討シートの活用

●「地域分析・検討シート」は、本手引きで紹介する「給付分析」に関連する指標をまとめ、様々な関係
者と議論する際に使用する資料の作成を支援することを目的としています。
●地域包括ケア「見える化」システムの「ダッシュボード」機能では、各指標のデータが反映された本
シートを閲覧することができます。
●「ダッシュボード」機能における本シートの閲覧方法を示します。

①地域包括ケア「見える化」システム
　トップページ上部の「ダッシュボード」ボタンをクリック

②上部の「新規作成・編集」をクリック

⬇

⬇
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別添2 別添3各データ、システムへの
アクセス方法について

●要介護認定適正化事業の業務分析データについて

厚生労働省 要介護認定適正化事業のページ（http://www.nintei.net/）から
アクセス可能です。

＜国保連合会介護給付適正化システム＞

国保連合会介護給付適正化システムとは、介護サービス事業所等の不適正又は不
正請求を発見し是正するだけでなく、受給者へサービス給付実績を提供し介護保険
制度への理解の向上や介護サービス事業所に対して正しい請求を促すことを目的
に構築されたシステムです。

※業務分析データのページにログインするには、自治体ごとに定められた自治体ＩＤ及びパスワードが必要です。

地域分析・検討シートの活用

●「地域分析・検討シート」は、本手引きで紹介する「給付分析」に関連する指標をまとめ、様々な関係
者と議論する際に使用する資料の作成を支援することを目的としています。
●地域包括ケア「見える化」システムの「ダッシュボード」機能では、各指標のデータが反映された本
シートを閲覧することができます。
●「ダッシュボード」機能における本シートの閲覧方法を示します。

①地域包括ケア「見える化」システム
　トップページ上部の「ダッシュボード」ボタンをクリック

②上部の「新規作成・編集」をクリック

⬇
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別添3

③ダッシュボード名を設定のうえ、「専用フォーマット」の
　「地域分析・検討シート」を選択し、「作成」ボタンをクリック

④自地域（都道府県名/保険者名）（必要に応じて比較地域）、表示期間を選択

自保険者と都道府県平均、全国平均等との比較STEP1

値の相違の要因に対する仮説立て、論点の整理STEP2

仮説の妥当性の検証STEP3

サービス提供体制の構築方針や目標等の整理STEP4

⬇

⬇

⬇

⬇

地域分析・検討シートの活用

●画面左下の「指標追加」より、任意の指標を追加することができます。

●本シートは、以下の流れで使用します。

・まず、自保険者の値と都道府県平均、全国平均等を比較して相違点について
確認してください。
・比較地域は、隣接する保険者等、比較対象としたい他自治体があれば設定し
ます。

・次に、本手引きを参考にしながら、手引きに記載されているデータ等を比較、
確認し、相違の要因について仮説を立て、論点の整理を行います。

・仮説と論点を示しながら関係者との議論を経て、仮説の妥当性を検証します。
・これにより、各地域の特性や課題の理解を深めることができます。

・最後に、把握された特色や課題を基にサービス提供体制の構築方針を見通
し、求められる対応や目標等を定めることが重要です。

●本シートを用いて議論した内容は、ダッシュボード内のコメント欄に記載することができます。
●「ダッシュボード」機能で作成した地域分析・検討シートは、画面右上の「操作メニュー」から印刷や、
ＰＤＦもしくはＥｘｃｅｌで出力することができます。
●また、「公開範囲設定」により、作成した地域分析・検討シートを、公開先を指定して公表することが
できます。
●本シートを市町村の担当者及び関係者での議論や、都道府県の担当者が管内市町村の担当者を支
援する場合等に活用してください。



別
　
　
添

85

別添3

③ダッシュボード名を設定のうえ、「専用フォーマット」の
　「地域分析・検討シート」を選択し、「作成」ボタンをクリック

④自地域（都道府県名/保険者名）（必要に応じて比較地域）、表示期間を選択

自保険者と都道府県平均、全国平均等との比較STEP1

値の相違の要因に対する仮説立て、論点の整理STEP2

仮説の妥当性の検証STEP3

サービス提供体制の構築方針や目標等の整理STEP4

⬇

⬇

⬇

⬇

地域分析・検討シートの活用

●画面左下の「指標追加」より、任意の指標を追加することができます。

●本シートは、以下の流れで使用します。

・まず、自保険者の値と都道府県平均、全国平均等を比較して相違点について
確認してください。
・比較地域は、隣接する保険者等、比較対象としたい他自治体があれば設定し
ます。

・次に、本手引きを参考にしながら、手引きに記載されているデータ等を比較、
確認し、相違の要因について仮説を立て、論点の整理を行います。

・仮説と論点を示しながら関係者との議論を経て、仮説の妥当性を検証します。
・これにより、各地域の特性や課題の理解を深めることができます。

・最後に、把握された特色や課題を基にサービス提供体制の構築方針を見通
し、求められる対応や目標等を定めることが重要です。

●本シートを用いて議論した内容は、ダッシュボード内のコメント欄に記載することができます。
●「ダッシュボード」機能で作成した地域分析・検討シートは、画面右上の「操作メニュー」から印刷や、
ＰＤＦもしくはＥｘｃｅｌで出力することができます。
●また、「公開範囲設定」により、作成した地域分析・検討シートを、公開先を指定して公表することが
できます。
●本シートを市町村の担当者及び関係者での議論や、都道府県の担当者が管内市町村の担当者を支
援する場合等に活用してください。
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